
三重県防災・減災対策アクションプラン（仮称）（案）の概要
１ はじめに 本冊P１

▶ 南海トラフ地震をはじめとする災害等に備え、「命に直結する取組」を着実に進めるために特に注力
すべき自助・共助・公助による防災・減災や国民保護の取組について、計画期間内で何をめざし、
そのために何をすべきかを示す新たな計画として策定

▶ 三重県防災対策推進条例第10条に基づく、三重県地域防災計画の防災対策を実行するための事業
計画であり、「みえ元気プラン」に掲げた防災・減災施策の実施に向けた具体的な取組を示すもの

▶ 令和５（2023）年度から令和８（2026）年度までの４年間

計画策定の趣旨・位置づけ

計画期間

３ 今後の取組方向性本冊P４ / ４ 施策体系 本冊P５ / ５ 施策の内容 本冊P６～32

２ 検証と課題 本冊P２～３

▶ 地震（南海トラフ地震）：今後30年以内における発生確率は70～80％とされ、発生時、県内の

ほぼ全域で震度6弱以上、特に南部地域の大半と伊勢湾沿岸部で

震度6強、伊勢志摩地域の沿岸部を中心に震度７、津波による甚大な

被害が想定される
▶ 風水害：強い勢力を維持したまま接近する台風、一度に降る雨量は増加傾向
▶ 国民保護事案：石油コンビナート、ダム、大規模集客施設等に対する武力攻撃やテロが万一

行われた場合、県民の生命、身体及び財産に大きな影響が及ぶ恐れ

これまでの取組をふまえた今後の課題対策上想定すべき事象

▶ 災害対応力のさらなる強化

▶ 防災意識の醸成と避難体制の整備

▶ 避難環境の整備

▶ 新型コロナウイルス感染症への対応

▶ 人口減少・高齢化への対応

▶ 国民保護

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

年度毎のアクション
特に注力する取組施策取組方向


